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第１条（目的） 

本契約は、介護保険法その他関連法令の趣旨に従って、甲（要支援又は要介護状態と認定された

者）が当施設を利用し、通所リハビリテーションを受けることにより、可能な限り自宅で、その有

する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにすることを目的とします。 

 

第２条（主たる契約内容） 

１ 丁は、甲に対し、当施設を利用させ、通所リハビリテーション（以下「本サービス」といいま

す）を提供します。 

２ 甲は、丁に対し、前項に基づき丁より提供された本サービス及びこれに付随、関連するサービ

スにつき甲自身が負担すべき対価としての利用料等（以下「利用料等」といいます）を支払いま

す。 

３ 乙及び丙は、本契約に基づき甲が当施設を利用し、本サービス及びその他のサービスを受ける

ことに関して生じた一切の債務につき、５０万円を極度額として連帯して保証します。 

４ 甲が認知症等を原因とした判断能力の低下又は欠如により、本契約当事者となり得ない場合は、

甲自身が利用者であり、本サービスを受ける者として変わりはありませんが、乙が本契約の当事

者として第２項に定める利用料等を負担する義務等本来甲が本契約当事者として負うべき義務一

切を負い、丙が連帯保証人として乙が負うべき一切の義務につき、５０万円を極度額として連帯

して保証します。 

 ５ 本契約書の内容は、介護保険法その他関連法令の改正に応じて変更することがあります。 

 

第３条（本サービスの提供等）  

１ 丁は、甲に対し、丁の「重要事項説明書」（以下「説明書」という）に記載した当院が提供する

サービスのうち、甲につき作成されたリハビリテーション計画（以下「本サービス計画」という）

に基づき、本サービスを提供します。 

２ 丁は、介護保険法その他関連法令等及び本契約を遵守し、甲の意思及び人格を尊重し、甲の立

場に立って本サービスの提供に努めます。 

３ 丁は、利用者に対して本サービスを提供する日（当施設の営業日）を毎週月曜日から土曜日ま

での６日間（年末年始・１２月３０日から１月３日までの間を除く）とし、これを提供する時間

（当施設の営業時間）を午前８時から午後５時までとします。 

４ 丁は、甲に対する本サービスの提供に関する記録を残し、本契約終了後５年間保管し、甲の求

めに応じ、所定の手続に従って閲覧させ、又は複写物を交付することができます。 

５ 丁は、乙、丙及び甲の三親等以内の親族に対し、同人らの求めに応じ、所定の手続に従って前

項に定める記録を閲覧させ、又は複写物を交付することができます。 

６ 前２項の場合、丁は、甲、乙、丙及び甲の三親等以内の親族に対し、複写のために要した実費

を請求でき、甲、乙、丙及び甲の三親等以内の親族は、丁に対し、複写物の交付と引き換えに、

その実費全額を支払わなければなりません。 

 

第４条（甲らの基本義務） 

 １ 甲及びその家族（乙及び丙が甲の家族である場合にはこれを含む、以下同じ）は、介護保険法

その他関連法令等及び本契約を遵守します。 

 ２ 甲及びその家族は、甲が本サービスを受けるにあたり、丁が定める当施設の規則、丁からの指

示等一切に従います。 

 ３ 甲、乙及び丙は、甲、乙、丙及び甲の家族につき丁に届出た事項につき変更が生じた場合、直

ちに変更後の事項を届け出ます。 

 ４ 前項の届出の内容により新たな契約の締結が必要な場合、甲、乙及び丙は、丁との間で新たな

契約を締結し、その内容を定めた契約書を取り交わすものとします。 
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第５条（利用料金） 

１ 甲は、丁に対し、説明書及び本契約の内容に従い、丁より提供された本サービスにつき甲自身

が負担すべき対価である利用料等一切を支払います。 

なお、利用料等の金額は、別紙１に記載する利用単位毎の料金をもとに計算された月毎の合計

額及び甲が個別に利用したサービスの提供につき必要とされる額の合計額です。 

２ 本契約期間中、介護保険法その他関係法令の変更により前項の利用料等の金額が変更になった

場合、甲は、丁に対し、変更後の利用料等を支払います。 

３ 本契約期間中、介護給付費体系の変更、物価の状況等に鑑み、丁は第１項の利用料等を変更す

ることができ、甲は、丁に対し、変更後の利用料等を支払います。 

４ 丁は、甲に対し、前項の利用料等の変更につき、変更日の１週間前までに文書により説明し、

その同意を得ます。 

５ 丁は、甲に対し、当月分の利用料等一切を記載した請求書を翌月１０日までに交付し、甲は、

丁に対し、同書に記載された利用料等全額を翌月末日までに支払います。 

なお、同利用料等一切が支払われた場合、丁は、その支払者に対して領収書を交付するも、同

領収書の再発行はできません。 

６ 甲が第１項及び第２項に基づく利用料等の支払が出来ない場合、乙及び丙は、丁に対し、直ち

に、第１項及び第２項にて定める利用料等全額を一括にて支払います。 

 

第６条（利用料の不払い等） 

 １ 甲が前条で定める支払期限までに利用料等全額を支払わない場合、丁は、甲、乙及び丙に対し、

直ちに当該利用料等全額を指定する期限までに一括にて支払うよう文書により請求することがで

きます。 

 ２ 前項の請求にもかかわらず、甲、乙及び丙が、前項の指定期限までに未払いとなっている利用

料等全額を支払わない場合、丁は、本契約を解除することができます。 

３ 前項に基づき本契約が解除された場合、甲は、直ちに当施設の利用を中止し、乙及び丙は、自

己の費用と責任をもって、甲の当施設の利用を中止させなければなりません。 

４ 第１項から第３項までの規定により本契約の解除に至るまでの間、丁は、甲に対し、利用料等

の不払いを理由として本サービスの提供を拒むことはありません。 

 

第７条（身体の拘束等） 

 １ 丁は、原則として甲に対する身体拘束を行いません。 

２ 前項においても、甲に自傷他害の恐れがある等緊急やむを得ない場合には、丁は、自己の判断

において、身体拘束その他甲の行動を制限する行為を行うことができます。 

３ 前項に基づき甲の行動を制限する場合、丁は、甲又はその家族に対し、事前に、場合によって

は事後に、その制限の必要性、程度、期間等について説明します。  

４ 丁は、第２項の制限に関する事項につき記録を残します。 

 

第８条（財産の管理） 

１ 丁は、本契約に基づき当施設内の甲の財産を管理する義務を負わず、甲自身が自己の責任にお

いて当施設内の甲の財産を管理する義務を負います。 

 ２ 丁は、本契約に基づき当施設内の甲の家族の財産を管理する義務を負わず、甲の家族自身が自

己の責任において当施設内の甲の財産を管理する義務を負います。 

 

第９条（緊急時の対応等）  

１ 甲に病状等の急変が生じた場合、丁は、その必要性に応じ、自己の判断において、丁が設置、
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運営する小山すぎの木クリニックにて必要な診療等を行うことができます。 

２ 前項の診療等が難しい場合、丁は、その必要性に応じ、自己の判断において、甲を協力医療機

関その他の施設へ搬送し、必要な診療等を受けさせることができます。 

３ 前２項の場合、丁は、乙及び丙に対し、必要な事項を連絡します。 

３ 甲及びその家族は、第１項及び第２項における丁の判断、対応等に一切従います。 

４ 第１項及び第２項に定める診療、対応等により、甲又はその家族に損害が発生した場合であっ

ても、丁は、甲又はその家族に対する損害賠償責任を負いません。 

 

第１０条（情報保護等）  

１ 丁及び丁の使用する職員（以下「職員」といいます）は、個人情報保護法その他関連法令、当

施設の個人情報保護規定等に従い、本サービスを提供する上で知り得た甲及びその家族に関する

情報を正当な理由なく第三者に開示、漏洩しません。 

なお、本契約終了後も前項と同様とします。 

  ２ 丁及び丁の職員は、以下の各号に定める場合等、個人情報保護法その他関連法令、当施設の個

人情報保護規定等に従い、本サービスを提供する上で知り得た甲及びその家族に関する情報を利

用することができます。 

   ① 本サービス提供困難時の事業所間の連絡、紹介等 

② 居宅介護支援事業所等との連携 

③ 甲が偽りその他不正行為によって保険給付を受けている場合等の市町村への通知 

④ 甲に病状の急変が生じた場合等の主治医への連絡等 

⑤ 甲の生命・身体の保護のための必要な場合（災害時安否確認情報を行政に提供する場合等） 

３ 前２項は、契約終了後も同様とします。 

 

第１１条 （賠償責任） 

 １ 丁は、甲に対し、本サービスの提供に関して損害を及ぼした場合、第７条及び第９条に定める

場合を除き、民法その他関連法令等に従い、その損害を賠償します。 

 ２ 甲及びその家族は、丁に対し、本サービスの提供に受けることに関連して損害を及ぼした場合、

民法その他関連法令等に従い、その損害を賠償します。 

 

第１３条（契約期間） 

 １ 本契約の期間は、甲が当施設の利用を開始した日から甲の要介護認定の有効期間末日までとし

ます。 

 ２ 前項にかかわらず、甲が、期間満了の１週間前まで、又はこれに先立ち要介護更新認定申請代

行の申し出が行われる場合はその時点までに、丁に対して本契約の更新拒絶をしない場合は、本

契約は、従前と同一内容にて自動的に更新されます。 

なお、更新後の契約の期間は、要介護更新認定の有効期間と同一とします。 

 

第１４条（契約の終了） 

１ 以下の各号の一に定めた事由が生じた場合、本契約は当然に終了します。 

  ① 甲が要介護認定を取り消されたこと。 

② 甲の要介護認定区分が「自立（非該当）」と認定されたこと。 

③ 甲が他の医療施設又は介護施設へ入院又は入所したこと。 

④ 甲が死亡したこと。 

 ２ 前項の場合において、甲、乙及び丙の丁に対する未払いの債務がある場合、当該債務は本契約

の終了の時点で支払時期が到来します。 

 ３ 第１項にかかわらず、第２条、第４条、第５条、第６条、第９条、第１０条、第１１条、第１
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４条、第１６条、第１９条、第２０条等、本契約終了後も当事者の一定の権利義務が存続すべき

場合には、同権利義務は必要な範囲に限り存続します。 

 

第１５条（甲による解約等） 

 １ 甲は、丁に対して当施設の利用中止の意思を表明することにより、本サービス計画の内容にか

かわらず、本契約を解除することができます。 

２ 前項の場合、甲は、丁のみならず、本サービス計画の作成者に対しても、前項の意思を明確に

伝えなければなりません。 

 

第１６条（丁による解約） 

 １ 以下の各号の一に定めた事由が生じた場合、丁は、甲、乙又は丙に対し、何ら通知、催告する

ことなく、本契約を解除することができます。 

① 丁が法人の設立許可を取り消されたこと。 

② 丁が法人の解散を決定し、又は、公的機関から法人の解散を命じられたこと。 

③ 丁が当施設の開設許可を取り消されたこと。 

④ 丁が当施設の閉鎖を決定し、又は、公的機関から当施設の閉鎖を命じられたこと。 

⑤ 甲、甲の成年後見人、乙又は丙が丁に対して届出、告知した事実に虚偽があったこと。 

⑥ 甲、甲の家族が犯罪行為を行い、甲の当施設の利用を認めることが困難になったこと。 

⑦ 甲に関するサービス計画で定められた利用時間数を超える、又は、越えたこと。 

 ２ 以下の各号の一に定めた事由が生じた場合、丁は、甲、乙又は丙に対し、書面にて通知、催告

し、通知後１０日間を経過しても当該事由が解消されていない、又は、改善の見込みがないとき、

本契約を解除することができます。 

① 甲の病状、心身の状態が著しく悪化し、当施設における本サービスの提供を超えると判断さ

れたこと。 

② 甲、甲の家族又はその関係者が、丁、丁の職員、他の利用者又はその家族に対して迷惑行為

を行い、甲の当施設の利用を認めることが困難になったこと。 

③ 甲、甲の家族又はその関係者が本契約、説明書その他当施設の規定に違反したこと。 

④ 甲、甲の家族又はその関係者が、丁、丁の職員及び当施設につき虚偽の事実を開示し、又は、

それらの名誉、信用を毀損したこと。 

⑤ 甲、甲の家族又はその関係者が、丁、丁の職員及び当施設からの甲の医療、看護、介護等に

関する指示、指導に従わないこと。 

⑥ 甲、乙又は丙が、第５条及び第６条に定める利用料等の支払を通算２回にわたり怠ったこと。 

⑦ 天災、災害、施設・設備の故障、その他のやむを得ない事由により、丁において適切なサー

ビスの提供が困難なこと。 

 ３ 前２項の場合において、丁は、甲、甲の家族及びその関係者に対し、損害賠償を請求すること

ができます。 

 

第１７条（利用中止） 

 １ 甲は、本契約が終了した場合、直ちに当施設の利用を中止します。 

 ２ 乙及び丙は、本契約が終了した場合、自己の費用と責任をもって、甲に当施設の利用を中止さ

せなければなりません。 

 ３ 甲の利用中止から１０日を経過する時点で甲又はその家族の所有物が当施設内に残置されてい

る場合、甲及びその家族はその所有権を放棄し、丁がこれらを廃棄することに同意します。 

 

第１８条（苦情処理） 

１ 丁は、甲からの本サービスに関する相談、苦情等に対応する窓口を設置し、これらの相談、苦
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情等に迅速かつ適切に対応するよう努めます。 

２ 丁は、甲が苦情申立を行った場合、これ自体を理由として不利益な扱いをしません。 

 

第１９条（協議事項） 

本契約に定めのない事項、争いが生じた事項については、当事者が互いに信義に従い、誠実に協

議した上で解決するよう努めます。 

 

第２０条（裁判管轄） 

本契約に関する一切の紛争は、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とします。 

 

以 上 

 

この契約書は平成２６年５月１日から施行します。 

附則 

平成３１年 ２月２０日 改正 

令和 ２年 １月３１日 改正 
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＜契約当事者＞ 

 

１ 利用者（甲）                         印 

 

生年月日           年    月    日   年齢            

 

自宅住所                        電話             

 

（署名代行者）                  印 

私は、以下の理由により上記利用者の意思を確認した上で上記署名を代行しました。 

 

代行理由 □利用者書字不能なため □その他                

 

 

２ 成年後見人（甲の法定代理人）                 印  続柄        

 

生年月日           年    月    日   年齢            

 

自宅住所                        電話             

 

 

３ 身元引受人（乙）                       印  続柄        

 

生年月日           年    月    日   年齢            

 

自宅住所                        電話             

 

 

４ 連帯保証人（丙）                       印  続柄        

 

生年月日           年    月    日   年齢            

 

自宅住所                        電話             

 

 

５ 施設（丁）   医療法人小山すぎの木クリニック デイケアＷａｋｉ愛愛 

理 事 長  朝  倉  伸  司    印 

栃木県小山市中久喜１１１６番地  ０２８５－３９－７０００ 

 

 

甲、乙、丙及び丁は、丁が設置、運営する通所リハビリテーション施設デイケアＷａｋｉ愛愛（以

下「当施設」という）を甲が利用することにつき、丁の「重要事項説明書」記載事項の説明と同書の

交付を踏まえ、本日、以下の事項につき合意し、利用契約を締結します（以下「本契約」といいます）。 

 なお、本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲（甲の成年後見人も含む）、乙、丙及び丁

が署名（記名）押印の上、甲及び丁が１通ずつ保管します。 

 


